国際動産取引法　2010年度期末試験問題
高橋宏司　出題
ゲーム機卸売業者Bの甲国の営業所は、商社Sの日本の営業所からビデオゲーム機100台を「FOB神戸港、インコタームズ2010」条件で買い受ける契約(以下「本件売買契約」)を結んだ。甲国は国際物品売買契約に関する国際連合条約(CISG)の締約国である。Bは、本件売買契約の履行のため、船会社Cとの間で運送契約を締結した。この事情の下で、独立している以下の各小問に答えよ。
(1)  本件売買契約締結後、BはSに対して、貨物保険を取得するよう求めたが、Sはこれを拒否した。これは本件売買契約の違反となるか。(期末試験総計80点中5点)
(2)  本件売買契約上、代金の決済方法として信用状を用いることが定められているが、信用状の開設期限の定めはない。他方、船積期限は1月31日 と定められている。Sは信用状開設通知を2月5日まで受け取らなかったが、ゲーム機はコンテナに搭載されて神戸港で保管されており、Cの船はBの指示に従い神戸港で待機し、船積を受け入れる態勢となっている。Sは本件売買契約を解除できるか。(20点)
(3)  Bは、本件売買契約をクリスマス商戦用のゲーム機を仕入れるために締結し、Sもその目的を知っていた。Sは契約に適合したゲーム機を100台船積したが、運送中にCが適切に保管しなかったため、10台のゲーム機に故障が生じた。本件売買契約では、Sは船積後3日以内に船荷証券を航空便でBに発送しなければならないと定められている。ところが、Sは、船積後2週間を経るまで船荷証券を発送しなかったため、仕向港におけるゲーム機の引渡しに支障が生じ、Bが引渡しを受けた時にはクリスマス商戦に間に合わなくなっていた。この結果、Bは、ほとんどのゲーム機を在庫として抱え、それらを転売できる目処がない。Bは本件売買契約を解除できるか。(15点)
(4)　本件売買契約では、Sは11月31日までにゲーム機の船積を完了しなければならないと定められている。契約締結後間もなく、Sはゲーム機の調達に困難を経験した。Sは、Bのゲーム機の購入目的がクリスマス商戦用の仕入れであることを知っていたので、10月下旬に、Bに対して、約定どおりの船積が困難になったことを通知し、別の調達先を確保するよう勧めた。Bは、その勧めに従わず、Sの履行を待ち続けた。Sは11月31日までに船積することができず、Bは損害賠償を請求した。クリスマス商戦に間に合わなかったことに起因する逸失利益について、請求は認められるか。(10点)
(5)　Cの船に船積されたゲーム機100台は、航海を経て甲国の港に到着した。Cは港湾荷役業者Tに荷揚作業を委託した。Tは、ゲーム機の梱包に破損があることを知りつつ、雨ざらしにしたため、ゲーム機20台が故障した。Bは、当該20台を除いて小売業者に対して予定通りの価格で卸し、転売利益を上げた。BはCおよびTに対して損害賠償を請求した。20台を転売できなかったことに起因する逸失利益について請求が認められる可能性はあるか。日本法ないし日本法と同内容の法が適用されるものとして答えよ。(15点)
(6)　 Cの船に船積されたゲーム機100台は、航海を経て甲国の港に到着した。B がCから引渡しを受けた後、ゲーム機を実際に作動させて検査したところ、内部の回線の異常により、10台が故障していることが発覚した。Bは受取の日から5日後に、Cに対し、故障の概況につき書面による通知を発した。Cに対して損害賠償請求をするには、Bは何を立証する必要があるか。BがCの発行した船荷証券を入手し、その券面上に「外観上良好な状態で(in apparent good order and condition)船積された」旨の記載がある場合、Bはこの記述を立証に役立てることができるか。日本法が適用されるものとして答えよ。(15点)
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